
令和 3 年 1 月

令和 2 年度 令和 6 年度

※複数の施工地区を有する事業にあっては、施工地区ごとの状況が分かるよう記載すること。

１．事業概要

（１）

人

別添１１－１

志布志市地域開発事業経営戦略

事 業 開 始 年 月 日 平成25年度

3 臨海土地造成事業事 業 の 種 類

志布志市臨海工業団地（志布志市志布志町安楽地内）

　－

団 体 名 ： 鹿児島県志布志市

事 業 名 ： 志布志市臨海工業団地整備事業

～

策 定 日 ：

計 画 期 間 ：

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

非適

事　業　形　態

職 員 数

施 工 地 区

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託

 イ　指定管理者制度 　－

　－ ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ



（２） 土地造成状況等

円

㎡

円/㎡

円

㎡

円/㎡

％

円

円

㎡

円/㎡

13,445.06

*1　造成が開始された地区であって処分が完了していない地区について記載すること。
*2　一部売却済の土地については、当該土地の売却価格とすること。
　　 売出土地については、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額とすること。
　　 未売出土地については、完成後の販売予定価格、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額又は近傍類似の土地の価格変動を勘案し
て帳簿価格を加減した額のいずれかの額とすること。

志布志市臨海工業団地（志布志市志布志町安楽地内）

カ ㎡ 当 た り 売 却 予 定 単 価
（ エ / オ ）

9,793

施 工 地 区 名

オ 売 却 予 定 面 積

土 地 造 成 状 況
（令和５年度までに造成）

（令和６年度までに売却）

*1

ウ ㎡ 当 た り 造 成 予 定 単 価
（ ア / イ ）

8,848

ア 総 事 業 費 1,984,440,000

1,948,560,000

44,360,000

198,977.10

イ 総 面 積 224,281.23

発 行 額 累 計 1,778,600,000元 利 金 債 発 行 状 況
（令和６年度までに償還）

造 成 地 処 分 状 況
（ 平 成 29 年 度 ）
※直近年度分を 記載

エ 売 却 予 定 代 金
*2

ウ ㎡ 当 た り 売 却 単 価
（ ア / イ ）

3,299.4

キ 事 業 費 回 収 率
（ エ × 100/ ア ）

98.19

ア 売 却 代 金

イ 売 却 面 積



（３） 現在の経営状況

H29 H30 R1

H29 H30 R1

H29 H30 R1

H29 H30 R1

H29 H30 R1

H29 H30 R1

H29 H30 R1

H29 H30 R1

（４） 賃貸方式により造成地等を活用する場合における活用状況

２．将来の事業環境

（１） 周辺の社会経済情勢の状況

98.2%

572,200千円

上 記 の う ち 満 期 一 括
償 還 企 業 債 残 高

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
552,100千円 572,200千円

510,600千円

510,600千円

企 業 債 残 高
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

552,100千円

--
事 業 費 回 収 率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

※周辺の社会経済情勢について、予測の方法（考え方）等も含め分かりやすく記載すること。

　令和２年10月期における九州財務局管内経済情勢報告によると、経済情勢の総括判断は以下のとおりである。
　「管内経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあるものの、緩やかに持ち直しつつある」
　令和２年１月期では、「緩やかに回復している」との判断であったが、新型コロナウイルスの影響により、令和２年４月期には、「…足下で急速に下押しさ
れており、厳しい状況にある」、と急激に景気動向が下降していた。直近では、令和２年８月期以降、「足元で下げ止まり」の傾向の動きもあり、好材料が
増えてきている。
　その中、設備投資については、令和２年８月期では「２年度は増加見込み」であったが、直近、令和２年10月期では、「２年度は減少見込み」との判断で
ある。
　
　本市においては、市の中央部に位置する志布志港は、昭和44年に重要港湾の指定を受け、現在は本港地区、外港地区、若浜地区、新若浜地区で形
成されている。
　現在では、配合飼料の工業出荷額が全国１位（2016年経済センサス）、木材（原木）の輸出量全国１位（2018年貿易統計）、外貿コンテナ取扱量九州３
位（2018年港湾統計）を誇るなど、志布志港の役割はますます重要になっている。
　なかでも、志布志港の若浜地区は、穀物貯蔵施設、配合飼料製造業や運送業などの企業立地が進み、飼料コンビナートが形成されており、市内に立
地する食品製造業や食肉製造業とともに、南九州の農畜水産業を支えている。さらに、平成29年度からは国際バルク戦略港湾関連事業に着手、平成30
年度には新若浜地区の国際コンテナターミナルの岸壁延伸(80ｍ)に着手し、南九州の国際物流拠点として発展している。
　また、志布志港周辺では、東九州自動車道や地域高規格道路「都城志布志道路」の整備も着実に進んでおり、東九州自動車道の鹿屋串良JCT～志
布志I.C. の区間と、都城志布志道路の有明東I.C.～志布志I.C.と金御岳I.C～末吉I.Cの区間の供用開始が公表され、周辺都市と志布志港の交通アクセス
が格段と向上し、物流や人流などに必要な交通基盤が整備されることで、志布志港がますます陸海交通の要衝となることが期待されるなど、企業立地に
関する好材料が多い状況である。

510,600千円

-

43,308千円

0千円

0%

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】

　事業費回収率は98.1％であるが、県工業団地基盤整備補助金などを活用しており、その収入を合わせると、100％を超えている。
造成・売却についても、早期実施に努めており、当初計画より前倒しで推移している。
　今後についても、企業ニーズを確実に把握し、地域産業の発展及び新たな雇用創出が実現できるよう、引き続き、早期造成完
了・早期分譲完了を図っていきたい。

　造成完了とともに、分譲・売却が順調に完了しており、現在のところ、賃貸する用地は無い。

売 却 予 定 地 計 画
年 度 経 過 率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
0% 0%

上 記 の う ち 、 ５ 年 以 内 に
償還期限が到来するもの
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

売 却 用 土 地 の
時 価 評 価 （ 相 当 ） 額
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

- -

他 会 計 補 助 金 累 計 額
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

0千円 0千円

企 業 債 償 還 の た め の
積 立 金 残 高

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
570,163千円 565,967千円

552,100千円 572,200千円



（２）

（３）

３．経営の基本方針

土地造成・処分の見通し

売却面積（㎡） 65,945.35 20,484.47 30,179.22

造成面積（㎡） 65,945.35 20,484.47 30,179.22

造成 実績・計画

施 工 地 区 名

項　　　　目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

造成 実績・計画

0.00

※将来の事業環境等を踏まえ、事業を継続する上での経営理念、基本方針等について記載すること。

　志布志港の背後地に位置する強みと、港湾や道路などのインフラ整備による交通利便性をを生かした企業誘致活動を行い、企
業ニーズの情報収集に努めている。
　また、売れ残りのリスクを避けるため、造成及び分譲手法について、鋭意、調査研究を重ね、様々な方式も取り入れ、早期分譲に
努めている。

※定員の管理計画等を踏まえた将来の職員数の見通し等について、図表などを適宜用いながら、分かりやすく記載すること。

　本事業においては、港湾商工課企業立地推進係で担当しており、課長１名、課長補佐兼係長１名、係員１名の計３名で対応して
いる。
　また、一般会計対象職員で対応しており、本事業での専門職員の採用はない。

組織の見通し

当該年度末（予定）未売却面積（㎡） 50,663.69 30,179.22 30,179.22

土地売却収入（千円） 8,313,255 12,840,138

95 100

4,526,883

売却単価（千円/㎡）

※現在造成している土地処分の見通しと（１）を踏まえ、企業誘致活動の状況等の土地造成、処分の見通しを記載すること。

　造成中の５工区Bについては、企業からの引き合いも強く、早期分譲を実施し、分譲企業も決定した。
　そのほか、４工区や５工区Aについても、複数社から引き合いがある状況である。
　企業訪問や企業立地懇話会などのイベントを通じて、同団地の認知度を高め、確実に売却が進むよう努めたい。

志布志市臨海工業団地（志布志市志布志町安楽地内）

合計

116,609.04

116,609.04

150



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標

　各用地の造成については、企業の求める土地の規模及び形状並びに立地する工場等の建築スケ
ジュールを考慮した上で、最適な計画を提案する。

※計画期間内に実施する主な投資の内容（造成地区名 、時期、金額など）について、図表なども適宜用いながら、分かりやすく記載すること。
※また、収支計画の策定に当たって反映した取組について、内容（対象造成地区、時期、金額など）を記載すること。

【４工区】
造成期間：令和元年度～令和２年度
　　　　　　　令和３年度～令和５年度
開発面積：約31,179㎡

【５工区A】
造成期間：令和２年度～令和３年度
開発面積：20,484㎡

【５工区B】
造成期間：令和２年度～令和３年度
開発面積：70,470㎡

＜事業費の算定及び費用逓減の取り組み＞
　収支計画策定に当たっては、これまでの造成実績を
踏まえつつ、直近の労務単価などを考慮し、造成額の
概算を算出した。
　今後、本格的な造成が開始され、地下水の出現による
処理費用など、想定しない費用の発生があることから、
公共残土の受け入れを積極的に行うなどにより、費用圧縮に努めたい。

造成で使用する製品の比較検討や安価な材料を採用することで、コスト削減に努める。

※財源（料金、企業債、繰入金、国庫補助等）の積算の考え方等について記載すること。
※また、収支計画の策定に当たって反映した財源確保の取組について、内容（対象造成地区、時期、金額など）を記載すること。

　今後の事業費は約7.1億円と見込んでおり、この費用を含む本事業に係る総事業費は、約19.8億円となる見込み（R3.1現在）であ
る。
　売却単価の設定については、これまでの実績単価や周辺の地価公示などを参考にしつつ、当該工区の事業費を勘案し単価を設
定する。
　また、売却単価の低減を図るためにも、公共残土を積極的に受け入れ、費用の低減に努めている。

　財源については、起債のほか、県補助金や土地売却収入の財産運用収入により、一般会計繰入金の削減に努めている。
　また、土地売却の促進を図るためにも、企業ニーズを正確につかみ、早期分譲を実現することで、起債額及び起債に伴う利息の
圧縮に努めていく。
　そのほか、民間委託などの手法も模索し、事業費圧縮に努めたい。

※投資以外の経費（委託料、人件費など）の積算の考え方等について記載すること。
※また、収支計画の策定に当たって反映した経費削減の取組（包括的民間委託、指定管理者制度の導入等の取組も含む。）について、内容（対象地区、時期、金額
など）を記載すること。

　収支計画策定における支払利息の借入利率は、0.60％/年で算定している。
　令和元年度までの借入利率の実績平均として、0.331％であり、計画額よりも低減が図られると思われるが、早期分譲を実現し借
入期間を圧縮することで、起債額及び起債に伴う利息の圧縮に努めていく。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り



（３） 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

※投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　また、 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組
の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

既 存 の 造 成 計 画
の 見 直 し

新 規 造 成 計 画

民 間 活 用

職 員 給 与 費

そ の 他 の 取 組

土 地 売 却 の 促 進

企 業 債

企業の要望を正確につかむことに努め、整備中の区画等へ反映させていきたい。

市臨海工業団地の完売を最優先とし、売却状況を見ながら、次期候補地を検討していく。

工業団地造成の一連の過程を見直し、民間活用が可能かどうかを検討する。

　－

・鹿児島県産業立地課と情報共有を図りながら、用地照会があった企業に対して誘致活動を県と共
に行う。
・企業立地懇話会などのイベントを通じて、ＰＲ活動を行う。
・市内企業を訪問することで、関連企業の立地を促す。
・本市の強みである「志布志港」と「向上する交通アクセス」をPRし、ターゲットを絞りながら誘致活動
を行う。
・企業に対するアンケートや専門紙への宣伝等を行う。

・売却単価の設定については、これまでの実績単価や周辺の地価公示などを参考にしつつ、当該工
区の事業費を勘案し単価を設定予定である。

・早期分譲に努め、起債額を圧縮するとともに、借入れから５年以内に返済する。

・事務費以外の費用に関しては、繰入金を増やさないよう、対策を検討する。

　－

　－

そ の 他 の 取 組

売 却 単 価 の 設 定

繰 入 金

資 産 の 有 効 活 用 等 に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

委 託 料 　－

一般会計対象職員給与者との兼務であることから支出は予定しない。

　－



５．公営企業として実施する必要性

* 内陸工業用地等造成事業及び住宅用地造成事業について記載すること。

【参考】「観光施設事業及び宅地造成事業における財政負担リスクの限定について（通知）」（平成23年12月28日付け総務副大臣通知）　抜粋

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

公営企業として実施す
る

必 要 性

経営戦略の事後検証、
改定等に 関する 事項

　志布志港の港湾整備と背後で進む東九州自動車道や都城志布志道路の整備により、民間企業
からの事業用地を求める要望や問合せがあるものの、まとまった用地がなく、市内での立地につな
がっていない。
　市で工業団地を整備することで、新たな雇用創出と地場産業との連携による地域経済の浮揚を図
るためには、行政において整備していく必要がある。

※進捗管理（モニタリング）や見直し（ローリング）等の経営戦略の事後検証、改定等に関する考え方について記載すること。

　毎年、決算後に計画との乖離や他計画との整合を検証しながら、後年に影響が出てくる場合は、
収支計画を修正する。

１　観光施設事業及び宅地造成事業（内陸工業用地等造成事業及び住宅用地造成事業に限る。以下同じ。）を新たに行う場合には、次の点に
　御留意いただきたい。
　(1)　地方公共団体が公営企業により実施するのではなく、第三セクター等、法人格を別にして事業を実施すること。
　(2)　事業を実施する法人においては、事業自体の収益性に着目したプロジェクト・ファイナンスの考え方による資金調達を基本とすること。
　(3)　法人の債務に対して地方公共団体による損失補償は行わないこと。
　(4)　法人の事業に関して、地方公共団体による公的支援（出資・貸付け・補助）を行う必要がある場合には、公共性、公益性を勘案した上で
　　必要最小限の範囲にとどめること。
３　既存の観光施設事業及び宅地造成事業についても、地方公共団体の財政負担のリスクを限定する観点から、１の手法の導入について
　御検討いただきたい。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 3,061 3,161 2,446 837,159 5,138 2,354 455,352

（１） (B) 831,320 452,680

ア 831,320 452,680

イ (C)

ウ

（２） 3,061 3,161 2,446 5,839 5,138 2,354 2,672

ア 712 956 1,925 5,739 149 149 149

イ 2,349 2,205 522 100 4,989 2,205 2,523

２ (D) 2,194 2,439 2,195 5,740 5,138 2,354 2,672

（１） 140 139 116 150 150 150 150

ア

イ 140 139 116 150 150 150 150

（２） 2,054 2,300 2,078 5,590 4,988 2,204 2,522

ア 2,054 2,300 2,078 5,590 4,988 2,204 2,522

0 0 1 300 300 300 300

イ

３ (E) 867 722 252 831,419 452,680

1 (F) 64,906 601,332 615,865 430,400 844,590 53,000 420,300

（１） 61,000 467,400 257,700 329,000 38,300 53,000

61,000 467,400 257,700 329,000 38,300 53,000

（２） 320 40 65 90

（３）

（４）

（５） 30,000

（６）

（７） 3,586 133,892 328,100 101,400 806,200 420,300

２ (G) 64,906 472,032 495,665 430,400 844,590 53,000 420,300

（１） 64,906 349,432 167,565 329,000 38,390 53,000

51,480 231,627 8,773 25,000

13,426 117,806 158,792 304,000 38,390 53,000

（２） (H) 122,600 328,100 101,400 806,200 420,300

122,600 328,100 101,400 806,200 420,300

（３）

（４）

（５）

３ (I) 0 129,300 120,200

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

土 地 等 売 却 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度
令和

３年度
令和

４年度
令和

５年度
令和

６年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

土 地 買 収 費 ・ 補 償 費

造 成 費

職 員 給 与 費

そ の 他

地 方 債 償 還 金

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

建 設 改 良 費 に 係 る 地 方 債

元 利 金 債 等

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

建 設 改 良 費 に 係 る 地 方 債 償 還 金

元 利 金 債 等 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

工 事 負 担 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

本年度
令和

３年度
令和

４年度
令和

５年度
令和

６年度

(J) 867 130,022 120,452 831,419 452,680

(K) 870 719 254 831,420 1 1 452,681

(L) 14 10 12 11 11 11 11

(M)

(N) 11 129,313 120,210 10 10 10 10

(O) 129,300 120,200

(P) 11 13 10 10 10 10 10

(Q)

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 831,320 452,680

（U)

(U)

（Ｖ)

(Ｗ)

(Ｘ)

(Ｙ)

(Ｚ) 572,200 510,600 649,900 806,200 329,000 367,300

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 139.5% 2.5%

赤 字 比 率 （ ×100 ）

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

0.7% 781.4% 0.6% 100.0% 107.7%

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額
健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第３条第１項第４号ニに規定する
土 地 収 入 見 込 額

健全化法施行規則第９条第５号Ｂにより算定した
未 売 出 土 地 収 入 見 込 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した

資 金 不 足 比 率
(（U）/（Ｘ）×100)

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

本年度
令和

３年度
令和

４年度
令和

５年度

合 計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

令和
６年度


